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第2回大会の記録（2006年8月）／基調講演「研究と現場の関わりについて」／小林良二
●東洋大学社会福祉学会　第2回大会／2006年8月5日
【基調講演】
研究と現場の関わりについて
小林良二（社会学部教授）
はじめに
　今日のお話のタイトルは「研究と現場との関わ
りについて」ということで、1時間ほど話をさせ
ていただきます。
　研究と現場の関わりというテーマは、福祉の領
域だけではなく、どの研究分野にも共通する重要
なテーマです。私は大学の学部では社会学を勉強
しましたが、研究者になった頃、社会学における
研究と現場の関係と、福祉学における研究と現場
との関係はかなり違うように思いました。福祉学
の方が社会学よりも現場との関わりが濃いという
だけではなく、関わりの中身も、現場というより
も実践としての関わりが求められているといって
よいでしょう。そして、このことにはいろいろな
意味が含まれているように思います。
　私の簡単な経歴を申し上げますと、大学院を出
てから、現在の「社人研」（国立社会保障・人口
問題研究所）の前身の「社会保障研究所」に7年
間お世話になりました。実は初めてここで社会福
祉の勉強を始めました。その後、前任校の公立大
学に採用され、26年間教育と研究に携わってきま
した。
　社会保障研究所は、厚生省が所管する研究機関
でしたから、国のつくる制度や政策の勉強をさせ
ていただきました。ところが、前任校の公立大学
に移り、社会福祉を教えることになりますと、ど
うしても現場のことがある程度わからないと話が
できないと思うようになりました。学生は、今で
もそうですが、あまり政策・制度には関心がなく、
現場の具体的な援助の方に関心があるようで、そ
ちらの話もしなければならないと思うようになっ
たわけです。
　そのため、まず現場を歩いてみようと考え、ま
ずある施設に出入りし始めたのですが、その早い
段階で、施設の方にこう言われました。
　「あなたは研究者だね。研究者は現場に来て調
査をしていく。それは結構なのだが、研究者は現
場に対してどのような貢献をしているのか。研究
者は、「あの資料を作れ、この調査書に記入しろ』
ということをよく言う。現場の方はそうでなくて
も忙しくて大変なのに、いろいろな書類やデータ
を作らされる。それはまだいいとしても、データ
を持っていっただけで、そこから先は何もない。
研究者はデータを使って論文を書いて成果をあ
げ、ポストを獲得する。しかし我々には何も返っ
てこない。要するにフィードバックがない。つま
り迷惑なだけだ。現場では、調査票が送られてき
たり、研究者が出入りすることに対して、決して
歓迎していないよ。」
　これは、ちょうど私が大学に移った頃のことで、
かなりきつい口調で言われたのをよく覚えていま
す。それで、研究者は現場とどのようにかかわっ
ていったらいいのかということをまじめに考える
ようになったというわけです。いまでも、この問
いかけに十分な回答を出せているとは思えませ
ん。以下のお話は、ある意味で、このように投げ
かけられた問題に対する私なりの対応の記録であ
るといってよいと思います。
　うかがうところでは、今日お集まりの皆さんの
中には、現場に席を置きながら大学院に来ておら
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れる方がいるとのことですし、大学の教育職、研
究職についておられる方々もいらっしゃるとのこ
とですから、それぞれ、現場との関わり方は違う
と思います。また、ある先生は、長い現場の経験
を経てから大学にこられたり、今でも長期にわた
ってフィールドをもたれながら研究をすすめてお
られ方もいると思います。
　これを整理してみると、「現場にたって」研究
をなさっておられる方がいる一方で、「現場を対
象にして」、例えば、調査票を設計しておいて、
それこそ記入をお願いし、その結果に基づいて研
究をすすめるという2つのスタンスになると思い
ます。
　私は、どうしようかと思ったのですが、現場に
おける実践の経験はないし、大学に席を置きなが
ら現場と付き合うといっても、時間的な制約上、
現場とのあまり深い付き合いはできないのではな
いか、そうだとすると、研究者としてどうしたら
お役にたてるのだろうかと考えました。言い換え
ると、現場との関係を考えたときに、「実践的研
究」と「研究的研究」いう2つの姿勢があるとす
ると、自分はどの辺に位置するのだろうかとか考
えてきたと思います。
　第2に、これとは少し違う分類になりますが、
研究者が所属する機関によっても、研究の方法が
違うのではないかと思います。例えば、大学等の
教育機関に席を置いているよりも、現場に席を置
いて研究をしておられる方の方が、データへのア
クセスという点ではかなり有利だと思います。先
ほど申しましたように、社会福祉の場合、現場の
データを頂くのに大変苦労するというわけです。
　第3に、もちろん現場といっても色々なレベル
があります。さしあたって、政府などの政策立案
の現場があります。それから、政策を実施したり
運営する組織や現場におられる方々、いわゆるメ
ゾの領域で仕事をなさっておられる方々がいま
す。さらに、本来の現場という意味においては、
直接サービス利用者への支援や援助をしている現
場がありますが、ここでは、個々の利用者にとっ
ての支援や職員の実践が問題になります、，
　いずれにしても、それぞれの現場との関係で、
自分の研究者としてのスタンスを決めていかなけ
ればならないのだろうと思います。
　これからお話いたしますのは、このような状況
を前提として、私がどのように課題に取り組んで
きたのかをご報告する、つまり、私が現場とどう
かかわってきたのかということを、1つのケース
スタディとしてお話してみたいと思います。
武蔵野市老後福祉課との関わり
　私の現場との最初の関わりは都内のある老人病
院で、その病院の実施している訪問看護サービス
でした。その後、自治体の福祉行政とお付き合い
をするようになったのですが、その最初が東京都
武蔵野市の老後福祉課でした。武蔵野市の老人福
祉といえば、当時有名な武蔵野福祉公社を立ち上
げ、住民参加型のホームヘルプサービスですとか、
財産預託事業を開始し、大変有名になったところ
です。私が関わりましたのはその公社の方ではな
くて、老後福祉課の組織そのものでした。在宅福
祉の充実が課題となって、市の福祉課の組織その
ものが変わってきていたのでが、武蔵野市では、
かなり先進的に組織体制の改革を行っていたので
す。
　どのように改革を行っていたかというと、それ
以前は、高齢者の担当部門が施設入所を担当する
部門（福祉事務所）と在宅部門とに分かれていて、
施設部門は機関委任事務による措置業務であった
のに対して、在宅部門は自治体の自主事業でした。
しかしこの時期から地域福祉、あるいは地域ケア
重視の方向が打ち出されてきていたので、この2
つの部門を再編して、1つの課で取り扱うことに
したわけです。
　1990年頃だったと思うのですが、当時武蔵野市
老後福祉課長をしておられた山本茂夫さんを訪ね
ました。山本さんは、福祉公社の設立にかかわら
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れて大変有名になった方で、その後、市の老後福
祉課に戻っていました，，そこで、彼のところを訪
ねて、行政側の組織改正がどのようになっている
のかを伺うとともに、いろいろなデータを見せて
頂くことができました。
　それによりますと、新しい体制の「では、施設
部門と在宅部門を一体的に運用することが必要で
あり、そのためには地域福祉のセクションを強化
する必要があるということでした。そのために、
当時老後福祉課にいた4人のホームヘルパーをケ
アワーカーとして格上げし、福祉のコーディネー
ターとしました。つまり、この4人は、直接ホー
ムヘルプの業務を行うのではなく、直接業務は家
政婦紹介所や高齢者人材センターなどに委託し、
ケアワーカーは、その人たちのマネジメント、あ
るいは、コーディネートする役割としたわけです。
さらに、在宅ケアを推進するためには医療との関
連が重要なので、4人いた看護婦（師）さんを在
宅部門に配置し、医療面からのコーディネーター
としました。
　このように、在宅部門をより専門的なサービス
体制に再編し、これによって、在宅ケアのマンパ
ワーの整備と専門職による指導援助という体制を
作り上げることによって在宅ケアの基盤整備を図
り、不必要な施設入所を食い止めようとする方向
をめざすことにしたというわけです。
　私が山本さんを訪問したときには、ちょうどこ
のような再編が終わっておりましたので、その結
果どのような成果が現れてきているかを検証して
みたいというようなことで、調査をお願いした記
憶があります。いまの言葉で言えば、あるプログ
ラムの評価研究の走りのようなことを始めたとい
えなくもありません。
　新しい体制の評価のためにはデータが必要で
す。そこで、当時、重度の在宅要介護者の担当を
していた現場の看護師さんたちを紹介していただ
いて実績データを入手し、いくつかグラフを作っ
てみました。
　それによりますと、1983年を100として看護師
の活動実績の伸び率を計算してみると、増えたの
が、直接サービスを提供しているヘルパーさんに
対する助言指導で、これは、先ほどケアワーカー
や看護師がコーディネーターとしての役割を持つ
ようになったわけですから当然のことなのです
が、その人達に対する助言指導が急速に増えまし
た。それから、通所介護関連業務が増えました。
通所介護に当たっては、医療的なチェックが必要
ですから、このサービスが増えると看護師の業務
が増えます。
　また、血圧測定の回数はあまり変わっていませ
んでした。バイタルサインの測定は看護師の中心
的な業務の1つですが、これは在宅訪問をすれば
必ず血圧測定をする訳ですから、対象者の数が変
わらなければ変わらないことになります。
　これに対して、在宅のリハビリと褥瘡の処置が
減ってきました。これは看護師が、在宅看護の直
接業務ではなく、助言指導業務をすることになっ
た結果ということになります。
　市の方ではこのデータをみて、やはり在宅の直
接看護業務は必要であるということになったよう
です。当時、訪問看護ステーションはありません
でしたから、在宅看護は自治体が提供する他はな
かったわけですが、このように、看護師の管理業
務・指導業務が増えてしまうと、直接的な看護業
務ができなくなってします。そこで、指導助言業
務を増やすとともに、直接的な看護サービス提供
を増やす必要があるということになりました。
　私は、極めて簡単のものですが、このようなデ
ータをグラフにして協力してくれた看護師さんに
報告しました。看護師さんがその結果を財務担当
に提出したところ、これは全体の状況がわかる非
常に良いデータであるということになり、看護師
を2人増員してくれたということでした。もちろ
ん、私が作ったデータが実際上どの程度役に立っ
たのかは、本当はわからないのですが、このとき、
現場のデータを使って研究するときには、現場の
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データを何らかの形に加工してフィードバックす
るということが非常に重要で、そのような形で現
場との関係を作れるのではないかということに気
付きました。これが1980年後半の頃の話です。
調布市高齢者ケアとの関わり
　次にご紹介しますのは、現在もお付き合いをし
ている調布市の高齢福祉課との関わりで、当時は
ホームヘルプサービスの派遣事業についての研究
をさせてもらいました。
　当時厚生省は、1989年にゴールドプランを発表
してから、在宅福祉サービスの基盤整備に関する
さまざまな政策を打ち出していました。1992年に
は、当時かなり有名になった「ホームヘルプ事業
運営の手引」という文書を発表し、ホームヘルプ
サービスの委託基準を大幅に緩和しました。これ
によると、ホームヘルプサービスは、それまでの
社会福祉法人だけでなく、財団法人、生協・農協、
シルバーサービスの認定事業者に対しても委託を
してよいということになりました。このように、
委託先の基準を緩和することで、サービス量の増
大をはかるという方針が打ち出されたわけです
が、調布市においても、ホームヘルプサービスを
拡大するために、委託先を拡大するということに
なったわけです。
　当時調布市でも、武蔵野市の武蔵野市福祉公社
と同じように、調布ゆうあい福祉公社を設立し、
住民参加型の在宅サービスの提供を開始していま
した。またその他にも、家政婦紹介所に対して介
護券ヘルパーを委託していました。つまり、調布
市においては、行政の公的ヘルパー、社会福祉法
人（施設）おけるヘルパー、公社の参加型ヘルパ
ー、最後に、家政婦紹介所に委託している介護券
ヘルパーという4つのホームヘルプサービスが提
供されていたわけですが、これらを再編し、行政
による統一的なサービスとして提供しようという
ことになったわけです。
　しかし当然のことですが、行政の公的ヘルパー
と福祉法人の法人ヘルパー、介護券ヘルパー、参
加型ヘルパーとでは、その役割が違います。一一般
的に言えば、行政ヘルパーと法人ヘルパーは介護
を中心とする比較的重度、あるいは、困難なケー
スを受け持つことが期待されるのに対して、介護i
券ヘルパーには、家事援助を中心とするホームヘ
ルプをしてもらうことになっていました。また、
公社の参加型ホームヘルプは2つに分けて、市か
らの委託による介護・重度型のサービス部門を受
け持ってもらうことになりました。そうしますと、
この4つのホームヘルプをどのような基準で派遣
するかが大きな問題になります。つまり、どの高
齢者には、どの団体のサービスを、どの程度（時
間）提供するかという派遣基準を作らなければな
らなくなったわけです。
　ちょうどこの頃私は、調布市が設立したゆうあ
い福祉公社の食事サービスの立ち上げに関わりを
持っていたため、この派遣基準作成の検討会に参
加させていただきました。
　それまでのホームヘルプサービスは、1回2時間、
週2回という程度の基準だったのですが、厚生省の
考えでは、利用者の「必要」に応じて柔軟にサー
ビスを提供するべきである、短時間の援助もある
だろうし、長時間の援助もあるだろう、夜間派遣
もあるだろうし、週3回以上の頻回の援助もあるだ
ろうというような方針を打ち出してきたわけです。
　しかしそうはいっても、公的なサービスですか
ら、ある程度の派遣基準をつくらないといけませ
ん。そこで、1992、1993年頃だったと思います
が、検討会を設置し、何回かに分けて基準を作り
ました。
　この際の考え方は、サービスの利用者の特性を
基準とするのではなく、まず、サービスの方をい
くつかの要素に分解して、その組み合わせによっ
て利用者への派遣基準とするというものでした。
そこで、まず、ホームヘルプサービスを家事援助
と身体介護に分けまして、家事の方は掃除・洗
濯・調理・買い物・薬とり・その他ということに
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し、身体介護は朝・昼・夜の食事介助、朝・昼・
夜の排泄介助、見守り、入浴介助、のような項目
にしました。つまり、ホームヘルプを家事と介護
に明確に分けることにしたわけです。
　次に、基本単位という考え方を採用しました。
例えば、掃除だったら1回を1時間、洗濯だった
ら30分、調理は2時間というように、家事項目と
介護項目それぞれの細目に単位時間を設定し、そ
の組み合わせによってある人のサービスニーズを
測定しようとしたわけです。
　さらに、週の標準的な派遣形態として、掃除・
洗濯なら1回30分で週2回、調理だったら7回を最
高とするという様な基準を決め、同じように介護
についても基準時間と基準日数を決めました。
　このような基準を準備した上で、これを特定の
人に当てはめますと、一週間の利用総時問がでて
きますので、これによって、その人を分類するこ
とにより、どの団体のホームヘルプを派遣するか
ということを決めたわけです。
　繰り返しになりますが、サービス派遣基準を作
るに当たっては、ホームヘルプ内容を家事援助・
介護行為の細目まで分解し、これに一定の基準時
間と基準日数を当てはめ、それを合計したものを
その人のサービスニーズとしたことになります。
　その後は、ホームヘルプの活動項目と派遣時問
を参照して、比較的派遣回数や時間が多い場合に
は、行政ヘルパーと社会福祉法人・公社への委託
ヘルパーが対応する、家事だけの場合には介護券
ヘルパーが対応する、以上の派遣基準を満たさな
い場合には、公社の住民参加型サービスが対応す
るというようにして、サービスの委託がおこなわ
れることになったわけです。
　以上のような派遣基準を設定するという考え方
は、今の介護保険による要介護認定の仕組みとあ
まり違わないのではないかと思います。もちろん
介護i保険は極めて複雑な仕組みを採用しており、
要介護認定とそれによる区分支給限度額の決定、
ケアマネジャーによるケア計画という仕組みをと
っていますが、この場合の要介護認定は、ケア項
目ごとの基準時間数を設定して、それにかかる標
準的な時間数を算出するということになっていま
す。つまり、介護保険においては個々人の重度・
中度・軽度の決定に当たってその内容を介護行為
と家事行為に分解し、その後にそれぞれの行為に
必要な時間数を設定し、それに基づいてサービス
の総量を決定するというやり方になっており、調
布で取り組んだのと似たような方式が用いられた
といえなくもありません。
　こういう基準を作るということは現場との共同
研究としては非常に重要で、特に、サービスの派
遣基準を作るという研究は、現場の役に立つので
はないかと思います。いろいろな現場で、いろい
ろな基準を作るということは面白いし、研究者と
して役に立つことなのではないかと今でも思って
います。
　ところで、このような基準さえあれば実務が流
れてゆくかというと、そんなことはありません。
実際の現場では、人々のニーズを聞いた上で、そ
のような基準を用いて具体的なサービスを調整す
るという役割があります。この調整という仕事は、
当時ではケアコーディネーター、現在ではケアマ
ネジャーですけども、このような基準ができても、
実際には常に調整役が必要です。
　それはなぜかということを、少し理論的にいえ
ば、個人のニーズをいくつかに分解して、それを
再度総合するといっても、どうしてもはみ出して
しまう部分があるからです。個人の持っている個
性、あるいは個別性というのは、それをいくつか
の要素に分解して測定して理解できる部分もあり
ますが、どうしても測れない部分がでてきます。
これについては、具体的なコーディネーター、ケ
アマネジャー、ソーシャルワーカーなどが、個々
人のニーズに合わせた調整をする必要があるわけ
です。
　当時の研究の中でも、このような問題から発生
する課題が幾つか意識されていました。そのひと
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つが「見守り」の取り扱いです。よく知られてい
るように、認知症のお年寄りの場合、「見守り」
というのはきわめて重要なことですが、これは介
護行為あるいは家事行為に分解することができな
い。換言すると、「見守り」は介護行為や家事行
為をすれば、必ず行っていることですが、そのよ
うな具体的な行為がなくても必要です。つまり、
「見守り」はいつでも必要だということになる。
これをどのような項目として構成するかというこ
とは非常に難しい。つまり、「見守り」を純粋に
サービスのタームに一度分解して組みなおすのは
非常に難しいと、当時話し合ったことがあります。
　今の介護保険の中にも、「見守り」という項目
はないですね。しかし、これは非常に重要で、何
が特別なことをするわけではないのだけれども、
それがないとうまくいかないという意味できわめ
て重要である。この辺は、保険的な手法と福祉的
な手法のちょうど境界線にあたる部分なのだろう
と思っています。
　その後、ご承知のように介護保険が導入され、
介護時間の研究が普及しましたので、このような
研究は必要がなくなりましたが、いまでも、必要
サービス量を、時間を用いて測定するという問題
意識はもち続けています。
　他にも行政との関わりが幾つかありましたが、
できるだけ共同研究の体制を作って、何らかの派
遣基準、サービス利用基準を作っていく、そのた
めのデータを整備するということは、研究者にと
って重要であり、それなりに現場に役に立つので
はないかと思っています。
施設サービスとの関わり
　最後に、施設で行った共同研究を紹介しましょう。
　これは、1980年の後半頃から行った特別養護老
人ホームにおける介護職員の業務量を測定するた
めのタイムスタディで、現在、駿河台大学にいら
っしゃる渡辺裕子さんにまとめてもらったものが
あります。
　どうして施設のタイムスタディをやろうと思っ
たかといいますと、当時、施設の職員配置数が少
ないのではないかという意見が出されました。す
なわち、当時の特別養護老人ホームの職員配置基
準は、職員1人に対して入居者4．1人となっていた
のですが、いわゆる介護の重度化のためどんどん
人手がかかるようになり、また、サービスの質の
向上も必要であるということで、現行基準ではと
てもやっていけないという意見が出された結果、
厚生省でも、職員の配置基準を見直そうというこ
とになったのです。
　そこで私も、現場に入って、職員配置基準の変
更がどのような結果をもたらすかという研究をし
ようと思い、ある特別養護i老人ホームにお願いし
て、タイムスタディをやらせていただくことにし
ました。
　このときの調査設計についてですが、1つの施
設で、職員と入居者の配置基準を1：4．5、1：3、
1：2などとして実験をお願いするわけにはいきま
せん。もちろん、思考実験では、配置基準が変わ
ることによって、どのようなことが起きるだろう
かということを想定できても、これを具体的に確
かめるにはどうしたらよいかということで、調査
方法の設計に悩んだわけです。
　そこで思いついたのは、1週間の曜日によって、
これに近い実験的な状況が行われているのではない
かということでした。実は、この施設には、それま
で何回かヒアリングにうかがったり、自分でも泊り
込みの実習をお願いして、今でいう施設実習のまね
ごとをさせていただいていました。そのため、何と
なく、職員の大体の業務体制が頭に入っていました。
そこで、職員配置が入所者に対して1：4、1：3、
1：2という状況がいつ起きるのかということが分
かっていたわけです。
　またこの施設は、当時から非常勤の職員を多く
導入しており、実際上、職員と入所者の比率が、
1：1から1：L5くらいのところまで来ていたこ
とがわかり、このため、さまざまな職員の配置体
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制があるということを理解していました．：
　例えば、ユ：1というのは平日、日中の職員配
置の形になっていました、次に、i二曜日はだいた
い1：3、日曜日は1二4という形になっていて、
一般的には、職員配置は平日が非常に厚く、土曜
日がその次で、日曜日にはほとんど人がいなくな
ってしまうような状況がみられたわけです、、また、
1日の中でも、1：4、1：3、1：2というよう
な職員配置がみられますので、それらの時にどう
いう業務が行われているのかを見れば、実験的な
状況をつくらなくても、それに近似した状況が設
定できるのではないかと思ったわけです。
　次は、先ほどと同じく介護動作の分類です。
施設職員の介護動作といっても極めて複雑で、
先ほどの在宅の介護動作よりも分類はもっと難
しくなります。しかし、大きく分ければ、食事
介助、排泄介助、入浴介助などの直接的介護と、
例えばオムツ・衣類・汚物の運搬などの介護材
料の運搬などの間接的介護行為、それから、記
録をつけるなどの管理的行為などに分けること
ができます。このとき、介護の仕事については、
直接的な介護行為だけでなく、ロジスティクス
にあたる器材の運搬や設置が効率的な介護には
欠かせないこと、記録を書くという管理業務行
為がとても大変だということを学ぶことができ
ました。いずれにしても、介護行為を幾つかに
分類しなおすことにしました。
　次に、実際の測定についてですが、通常のシフト
が始まる朝の8時半から始めまして、日中のシフト
が終る4時半までの時間帯について、それぞれの介
護行為にかかる時間を測定することにしました。調
査は、私の前任校の学生にお願いしました。
　また、この施設は4つの介護棟から成り立って
いましたが、そのうちの2つの介護棟でタイムス
タディを実施しました。2つというのは、重度の
25人の入所者がいる介護棟と、比較的軽度でやは
り25人の入所者がいる介護棟の2つを選び、それ
ぞれの介護棟における介護状況の違いを見ること
にしました。
　結果の一部を紹介しますと、ある日の場合、3
人の職員がチームになって、重度棟の入所者25人
の全部に対して排泄介助を行い、100分かかって
いました。1人4分かかったことになります。とこ
ろが、同じ職員チームが、着脱衣介助には1人平
均3分かかるのですが、これを8人にしかやってい
ません。また、別の時の定時介護時間には、25人
を全部やっているけれども、時間を少し減らして
いるというように、いろいろなやりくりをしてい
ました。つまり、特定の日の介護業務は、2人体
制であれば、どの介護項目をどの程度の時間でや
るか、あるいはやらないかということがきっちり
計算されており、3人体制ではどの程度、4人体
制ではどの程度できるかということを、きちんと
考えて業務を組んでいることがわかりました。
　言い換えると、職員の数が少なければこうなる、
職員が1人増えるとこうなる、もう1人増えると
こうなるというように、業務の仕組みが職員の頭
の中できっちり計算され、それによって介護の体
制が組まれているということになります。
　もう少し詳しくお話しますと、この当時ベッド
からの離床介助が非常に重視されていたのです
が、職員が2人体制の場合には、25人の入所者が
いる中で4人しか離床介助していませんでした。
その他の人たちはベッドに寝かせたきりになって
いたということになります。つまり、離床介助は
非常に重要なので、できるだけ全員に実施したい
のだけれども、全員一律にするのではなく、優先
順位をつけて離床介助を行っていたということに
なります。
　3人の体制になりますと、食事時間に全員が車
椅子に乗って食堂に行く。つまり、全員が離床す
るということになります。しかし、食事時間以外
の日中の離床者は8人くらいしかいないことがわ
かりました。3．5人になりますと、全員が食事だけ
でなく、日中も離床が可能となりまして、4人体
制になりますと、それだけでなく、入所者全員を
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洗面所に連れていったり、屋内の散歩が可能にな
ります。明らかに、職員が何人配置されるかによ
って何ができるか、決まってくるわけです。
　もちろん、ここで調べた職員配置というのは、
政策的に決められる1：2、1：3、1：4とい
うようなことではなくて、実際にある施設のある
介護棟で、日中の職員数が2人の場合、3人の場合、
4人の場合という想定をして、実態的な数値を用
いて計算しているのであり、また、1週間の業務
について、幾つかの場合を想定して計算したシミ
ュレーションに基づいています。
　それでも、こうした研究によって、職員が1人
増えるとどの介助が可能になるというということ
をはっきりと提示できたという意味で、この研究
の意義があったのではないかと思います。ただ残
念なことに、この研究は1つの施設の事例研究に
とどまってしまい、一般化はできなかったのです
が、今でも、いろいろな研究方法についてのヒン
トが得られると思っています。
応を聞くことにより、より深い理解を得ることが
可能であることで、これによって、研究者のほう
は、調査だけでは得られない貴重な情報を入手す
ることができます。
　第4に、報告や報告書の作成にあたっては、文
章だけでなく、可能な限り図表やチャートを作成
し、具体的なイメージを提供することが重要です。
もっとも最近では、現場の職員にはかなりコンピ
ュータ操作をできる方が増えており、研究者はよ
り高度な研究手法の習得が必要かも知れません。
　最後に、できれば、これらの作業の結果を用い
て提言をおこなうこと、以上のようになるかと思
います。
　いずれにしても、現場との関わりにおいては、
こうした作業を通して現場の職員や責任者とのコ
ミュニケーションをどれだけ図れるかが重要であ
り、そのことが、一回だけの調査による一般的な
知見を超える、より興味深い理解につながるので
はないかと思います。
まとめ
　このほかにも、幾つか私の研究の中で、現場と
の関わりを踏まえながら取り組んできた研究があ
るのですが、時間がありませんので、割愛させて
いただきます。
　最後に、こうした取り組みを踏まえて、私なり
の研究者と現場とのかかりについてまとめてみる
と、次のようになると思います。
　第1に、現場の実態を踏まえた研究を行うには、
長期間の付き合いが必要であるということで、こ
れは、あたりまえのことですが、結構難しい面も
あります。
　第2に、研究者が現場と長期に関わるには、そ
の現場にあるデータを整理・分析し、一般化する
ことで、現場では見えなかった結論を導き出して
提示することが重要だということです。
　第3に、得られた結果については、現場にお願
いして報告会を持ち、結果について現場からの反
38
